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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア

イ
ウ

エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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介護予防事業を推進します。見守りネットワークを強化します。きめ細かな相談体制を構築します。
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高齢者人口（６５歳以上）

ひとを育てる・守る

高齢者の自立の支援
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２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容
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後期高齢者人口の増加に伴い、要介護（要支援）認定率は徐々に増加していく見込みですが、
現状の水準を維持していくことを目標としました。
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 基本計画における
施策の目標設定の根拠

実績値

成り行き値

見込み値

目標値

実績値

98.3

15.6

97.0

イ ％

ウ ％
98.3

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

高齢者人口の増加が見込まれますが、在宅で生活する高齢者の割合を維持していくことを目標
としました。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠
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 基本計画における
施策の目標設定の根拠

第2回国立市市民意識調査において、社会参加活動を行っていないと回答された方を半減させ
て上乗せした数値を目標値としました。

第2回国立市市民意識調査において、生きがいについて回答のなかった方を半減させて上乗せ
した数値を目標値としました。

7.0
団塊の世代が高齢化していくにつれて、価値観の異なる高齢者が増加していき、それに伴う就労
意欲は高まっていくと考えますが、厳しい雇用情勢を鑑み、微増としました。

施策マネジメントシート 

エ

人

氏名高齢者支援課

・高齢者（６５歳以上）

・住み慣れた地域で生きがいを持って、安心して住み続ける

名称

生きがいづくり、社会参加
の促進

体系 具体的な取組内容

介護予防の推進

高齢者の就労を促進します。高齢者の学習環境を充実させます。高齢者のボランティア・NPO活動
等への参加を促進します。

高齢者（６５歳以上）就労率

高齢者（65歳以上）の社会参加率

名称

要介護（要支援）認定率

在宅で生活している高齢者の割合

イ

住み慣れた地域で生きがいを持って生活している
と答えた高齢者の割合



－２枚目－

４　施策の現状

５　２４年度の評価結果
（1） ２４年度行政経営方針の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

24年度目標値を達成 未達成 → （ 23年度実績値と比較し成果向上・維持 23年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
・在宅療養の実現に向けた体制の整備とわかりやすい周知の工夫。
・２４時間・３６５日安心安全の見守り体制である地域包括ケアシステムの構築を目指していくことを基本に施策展開していく。
・地域密着型サービスの基盤整備。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

・高齢者やその家族が安心して相談できるよう、直営型地域包括支援センターの総合相談機能を強化した。
・サービス利用者負担額助成の段階的な見直しを行った。
・高齢者食事サービスの改変に向けた準備を行った。

２４年度行政経営方針 取組状況
国立市の後期高齢者率（全人口に占める75歳以上の割合）は、平成25年度に
は1割を超える見込みであり、一人暮らし高齢者や老老介護世帯への支援、認
知症や高齢者虐待への対応整備が早急に必要である。
「予防に勝る治療なし」を対策の柱に据え、現在、市が行っている介護予防事
業の具体的な効果を検証し、事業の更なる充実に向けて事業内容の見直しを
図る中で、高齢者の８割を占める「元気高齢者」の社会参加や生きがいにつな
がる事業をコーディネートする。
また、地域包括支援センターの機能を強化するとともに、医療・福祉・介護及び
市民が連携した365日24時間安心の在宅療養の仕組みづくりを進める。

病気になっても、認知症になってもできるだけ在宅で過ごせるような仕組みづく
りを目指し、在宅療養連絡協議会と協働して多職種協働の研修や事業を実施
した。特に、平成24年10月に市民が認知症の理解を深めるきっかけとなるよう
「国立市認知症の日」を制定し、当日のイベントには280人を超える参加があっ
た。平成24年度は、65歳以上の方の状況把握に努めることを目標に、二次予
防高齢者の把握の方法をアンケート方式に変更したところ、対象者が約２倍と
大幅に増えた。平成25年度に具体的な事業展開を行っていく。また、医療と介
護の連携体制の構築に向けて、平成25年度より、地域包括支援センターに地
域包括ケア・在宅療養推進担当を置いて、在宅療養基盤整備の牽引役として
位置付ける。

・国立市高齢者保健福祉計画を策定。
・第５期介護保険事業計画が策定され、地域密着型サービスの基盤整備が盛り込まれるとともに介護保険料が改定された。
・介護保険法の改正により、地域包括ケアシステムの実現に向けて認知症ケアと医療と介護の連携基盤の構築が重要視されるようになった。

・介護保険料が高いとの意見がある。
・高齢になって認知症になる不安の声が市民から寄せられている。

①ア　多様な考え方を持った団塊の世代が高齢者になってきているのではないか。
①イ　７５歳以上の高齢者の割合が増え、認定率が上がってしまった。
①ウ　介護保険制度を利用しながら在宅サービスを利用する人が増加。
①エ　再雇用等が除々に増えている状況があるが、雇用が増えていない現状がある。
②　成果が向上していないことから、横ばいと考える。
③　医療と介護の取組については他市よりも進んでいる。

住み慣れた地域で生きがいを持って生活していると答えた高齢者の割合

要介護（要支援）認定率

在宅で生活している高齢者の割合

高齢者（６５歳以上）就労率

高齢者（65歳以上）の社会参加率
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